
 

決算書掲載頁　P307

支払基金の前期高齢者納付金の業務に関する事務の処理に要する費用は、医療保険者を通じ、国保や健保組合等の
被保険者が負担することとされ、この費用に充てるため、各医療保険者は支払基金へ前期高齢者関係事務費拠出金を
納付する。
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細事業：前期高齢者関係事務費拠出金                                

１．前期高齢者関係事務費拠出金 

社会保険診療報酬支払基金における前期高齢者関係業務に関する事務の処理に要する費用は、各医療保険者を通

じ、国保や健保組合等の加入者が負担することとされ、この費用に充てるため、各医療保険者は社会保険診療報酬

支払基金へ前期高齢者関係事務費拠出金を納付する。 

平成２４年度は、加入者一人当たりの負担額３．６円に加入者見込み人数を乗じた１１２，８８８円を前期高齢

者関係事務費拠出金として社会保険診療報酬支払基金に支払った。 

 

 

 

 


